
令和4年6月24日（金）

算出式・説明（下段）

経常収支比率

施策評価表

２．評価指標

１．基本事項 作成日

施策 行財政運営の推進 期間 施策担当部課名 企画財政部 企画課平成30年度～令和4年度

施策推進の
ための主な

取組

重要度・
満足度

施策を取り巻
く社会状況等

行財制改革に関する市民意識調査では重要度と満足度は共に低
い状況である。効率的で市民のニーズにあった行政サービスを
行うべきといった考えは普遍的なものと思われる。

生産年齢人口の減少などにより、歳入増加が見込めない中で、
社会保障費など歳出は増加する見込みである。こうした状況下
において、経営的な視点を取り入れた効率的な行政運営の必要
性が高まっている。

行政評価制度や枠配分予算の実施
公共施設の使用料・手数料の適正化／市有財産の有効活用
窓口サービスの効率化／公共施設の適正配置
業務の生産性の向上に向けた職員の育成

上段は目標値、下段は実績値

経営的な視点を踏まえた行政運営により、健全財政を維持しつ
つ、市民ニーズに合った行政サービスを目指すことを目的とした
施策である。本施策は行政評価制度や枠配分予算編成を活用した
成果重視の行政経営、市有財産の有効活用等による歳入確保に取
り組む。また。経常コストの削減に取り組むとともに、職員を育
成し、業務の生産性の向上を図ることにより、市民ニーズに合っ
たサービスの提供を進めていくものである。

目的・
対象行財政運営の推進

主要プロジェクト

区
分

成
果
指
標

令和4年度

　

　

　

総
合
計
画

大項目 6 みんなで創る協働のまち

中項目 2 将来に向けた持続可能なまちづくり

小項目 3

％
決算時数値

47.70 54.70

平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度

まちづくり指標の目標達成率
％

全３５施策の成果目標の達成割合

86.20 86.70

85.60

指標名（上段）

一部達成 一部達成 一部達成

所属長 企画財政部長　吉岡　和弘

５．二次評価（所属長の見解）

今後も、多種多層な財政基盤づくりとして、企業版・個人版ふるさと納税、公共施設適正配置推進など、官
民連携で取り組んでいく。また、行政デジタル化による市民サービス向上、業務効率化を推進する。さら
に、行政評価制度を活用し、行財政運営の実効性を高める仕組みづくりに取り組む。

社会構造の変化による新たな行政課題の変化や市民ニーズの多様化、新型コロナウイルス感染症への対応による歳出の増大など、行財政運営
を取り巻く環境は一層厳しさを増しており、歳入確保、歳出抑制に向けた一層の創意工夫が必要となる。引き続きICTを活用した行政のデジ
タル化による市民サービス向上、業務効率化を進め、費用対効果を意識した行財政改革を全庁的に推進する。さらに、行政評価を活用した総
合計画の進行管理と予算編成サイクルを効率的・効果的に運用し、各施策の成果の向上及び総合計画に掲げる将来都市像の実現を図る。

70.00

53.40 52.30

４．改善改革プラン（３．一次評価を受けての具体的な解決策）

区分

経常収支比率については、８２．５％であり、目標を達成した数値となっており、良好な水準となっている。一方、まちづくり指標の目標達
成率については、５３．.４％（目標値６７.０％）であり、目標値を下回っているが、新型コロナウイルス感染症の影響に伴う事業の中止の
影響が続いていることも要因の一つと考えられる。引き続き、市民ニーズにあったサービスを提供するとともに、行政のデジタル化や新たな
生活様式への対応を促進し、経営的な視点を取り入れた効率的な行政運営に努めていく。

評価者 企画課長　福島　正孝

３．一次評価（今後の施策の方向性）

区分

67.00

　

拡充

一部達成

- 85.20 85.70

具体的な対応策等

　

61.00 64.00- 58.00

53.50

82.50

単位

84.20

87.30

□ 事業の廃止・縮小

□ 事務事業の再編

85.20 85.60

□ その他

■ 既存事業の拡充

□ 事業の新規立案

１．現状維持　２．拡充　３．縮小

＜第２次総合計画進行管理表＞＜第２次総合計画進行管理表＞＜第２次総合計画進行管理表＞


